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財 産 目 録
貸 借 対 照 表
損 益 計 算 書

令和 3事業年度保健医療情報会計

情 報 分 析 活 用 勘 定

※ 　当期においては、資金の動きが発生していないことから、キャッ

シュ・フロー計算書の該当項目はありません。
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令和 3事業年度保健医療情報会計
情報分析活用勘定財産目録

（令和 4年 3月 31日現在）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

区　　　　分
内　　　　　　　　訳

金　　　額
摘　　　　要 金　　　額

千円 千円

流 動 資 産 12,857

未 収 入 金 12,857
未収医療費適正化
対策推進関連事業費

12,857

資 産 合 計 12,857

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

千円 千円

流 動 負 債 12,830

未 払 金 12,567

未 払 消 費 税 等 262

負 債 合 計 12,830

差 引 正 味 財 産 26
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令和 3事業年度保健医療情報会計
情報分析活用勘定貸借対照表

（令和 4年 3月 31日現在）

資 産 の 部 負 債 ・ 資 本 の 部

区 分
注記
番号

金 額 区 分
注記
番号

金 額

（ 資 産 の 部 ）
千円

（ 負 債 の 部 ）
千円

流 動 資 産 流 動 負 債

未 収 入 金 12,857 １　 未 払 金 12,567

流 動 資 産 合 計 12,857 ２　 未払消費税等 262

流 動 負 債 合 計 12,830

負 債 合 計 12,830

（ 資 本 の 部 ）

利 益 剰 余 金

　 当期未処分利益 26

利 益 剰 余 金 合 計 26

資 本 合 計 26

資 産 合 計 12,857 負債・資本合計 12,857
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令和 3事業年度保健医療情報会計
情報分析活用勘定損益計算書

自　令和 3年 11月  9日
至　令和 4年  3月 31日

区　　　　　分
注記
番号

金　　　　　額

千円 千円

〔経常損益の部〕

（ 業 務 損 益 の 部 ）

Ⅰ　 業 務 収 益

 医 療 費 適 正 化 対 策
推 進 関 連 事 業 収 入 11,688 11,688

Ⅱ　 業 務 費 用

１　 給 与 手 当 2,210

２　 法 定 福 利 費 334

３　 委 託 費 9,054

４　 そ の 他 の 業 務 費 用 61 11,661

　　 業 務 利 益 26

 

　　 経 常 利 益 26

当 期 純 利 益 26

当 期 未 処 分 利 益 26
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区　　　　　　　　分 金　　　　　　　　　額

円

Ⅰ　 当 期 未 処 分 利 益 26,303

Ⅱ　 利 益 処 分 額

　　　 任 意 積 立 金

　　　　 別 途 積 立 金 26,303 26,303

Ⅲ　 次 期 繰 越 利 益 0

令和 3事業年度保健医療情報会計
情報分析活用勘定利益処分計算書

（令和 4年 6月 27日）
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　重要な会計方針

期　　別

項　　目

当会計期間

１．収益及び費用の計上基準

２ ．その他財務諸表作成のため

の重要な事項

　消費税等の会計処理

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29号

2020年 3月 31日）等を適用し、約束したサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該サービスと交換に受け

取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

　医療費適正化対策推進関連事業収入

　医療費適正化対策推進関連事業収入は健康スコアリン

グレポートの作成及び分析の対価であり、当基金は厚生

労働省との契約に基づいて健康スコアリングレポートの

作成及び分析を行う履行義務を負っております。

　医療費適正化対策推進関連事業収入は、健康スコアリ

ングレポートの作成及び分析一式の納品が完了した一時

点において履行義務が充足されると判断し、当該時点で

収益を認識しています。

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

自　令和 3年 11月  9日
至　令和 4年  3月 31日


